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### ### ###

□ １  直営 □ ２　一部委託 ☑ ３　全部委託 □ ４　補助金 □ ５　負担金

☑ １  自治事務（任意的事業） □ □

年度 ～ 年度

２９年度実績 100 ％

３０年度実績 100 ％

元年度計画 - ％

元年度実績 100 ％

２年度計画 - ％

一般職員:人日数

技能職員:人日数

臨時職員:人日数

人 件 費 総 額 228,000

総 事 業 費 計 34,999,968 62,126,351 39,876,000

228,000 228,000 228,000

25,954,458

121212 12 12

一般財源 15,171,968 26,798,351 17,048,000 10,526,458 7,446,000

地方債 19,600,000 35,100,000 22,600,000 15,200,000 13,800,000
財源内訳

国県支出金

その他

34,771,968 61,898,351 39,648,000

元年度決算 ２年度予算

25,726,458 21,246,000

議場システム外 議場システム外

直接事業費　 単位：円 ２９年度決算 ３０年度決算 元年度予算

（リース）以下のとおり （リース）以下のとおり（リース）以下のとおり （リース）以下のとおり （リース）以下のとおり

エレベーター エレベーター エレベーター エレベーター エレベーター

排煙ファン更新

印刷機更新 シュレッダー更新

受変電設備更新 マイク設備更新 排煙ファン更新 排煙ファン更新

２ 年 度 計 画

空調機（低層階）更新 受変電設備更新 受変電設備更新 受変電設備更新 受変電設備更新

細事業又は実施内容  目標値（年度） ２ ９ 年 度 実 績 ３ ０ 年 度 実 績 元 年 度 計 画 元 年 度 実 績

２　事 務 事 業 の 実 施 状 況 （ＤＯ）

単年度目標
（達成状況）

全熱交換器（低層階）更新外 達成状況

受変電設備更新外 達成状況

受変電設備更新外 達成状況

到達目標
（根拠数式・数値又は文章）

受変電設備更新外 達成状況

受変電設備更新外 達成状況

根拠法令・条例等

その他実施の根拠

始期・終期

意図（ねらい）

実施の必要性
（該当番号を記入）

1 ２  自治事務（義務的事業） ３  法定受託事務

対象 市民、職員

手段（方法）

手法（該当番号を記入） 3

１　事 務 事 業 の 内 容 （ＰＬＡＮ）

事務事業名称 庁舎整備費 担当部署

総合計画上の位置付け
1

総務部契約管財課

令和元年度　事務事業評価シート （市民サービス系）

21,246,000

228,000

21,474,000

直 接 事 業 費 総 額 34,771,968 61,898,351 39,648,000 25,726,458

人件費：人日数　

主な増減理由

３０年度決算と元年度決算の比較

元年度予算と２年度予算の比較

改修工事の箇所、規模による事業費の変動

改修工事の箇所、規模による事業費の変動

投 資 臨 時 経 常投 資 臨 時 経 常投 資 臨 時投 資 臨 時



下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入

□

☑

下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入　※複数可 2

□

☑

□

2

□

☑

□

□

□

％

4
□

□

□

☑

４　事務事業の見直し提案  一次（担当者）評価 （ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

５　二 次 評 価　　課 長 の 評 価 （ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

□

□

□

☑

 ２　事業の進行管理について、確認やチェックを定期的に行っている

１　当該事業の成果が上位施策へ明確に貢献している

２　上位施策の目的達成のために他の事業では代替できない単独の目標を持っている

３　現在は上位施策への貢献度は大きくないが、中長期では貢献度が増加する見込みである

関連部課

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

今後の方向性

部長の確認所見 計画的な改修により、安全・快適な庁舎環境の整備を図る。

上位施策（総合計画の
施策の展開）への貢献度

下の該当番号を記入 4

右の該当を選択 2

今後の方向性

□  ４  個人、家庭、地域、他の公共団体等で実施すべき事業、あるいはサービス提供が可能な事業

□  ５　現在、市が実施しているが関与の必要性が低い事業、あるいは民間等でサービス提供している事業

関連部課等との協議状況

事務事業実施による
成果と課題

 １　定型的、一般的、一時的な作業について、再任用、臨時職員等で対応しうる可能性がある

☑  １  公共性が高く、行政以外ではサービスの提供が困難な事業

□  ２　市民、他の自治体等でも条件整備によってサービスの提供が可能であるが、市が実施している事業

□

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　）

 ２　外部委託や経済的な手段の選択等、できる限りコスト削減の工夫をしている

 ３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 ３  公共性が高いが、行政以外の団体等でサービス提供している事業

□

２  受益者の範囲に検討余地あり

市の関与の妥当性

2 理由等所見欄

１　市が直接実施するように法律、法令等で義務づけられている

２　法律、法令等では義務づけられていない ⇒⇒ 下の該当番号を記入 1

連携事業

関連事業

対象の妥当性

1 理由等所見欄

１　受益者は妥当である

３　事 務 事 業 に 関 す る 自 己 診 断 (ＣＨＥＣＫ)

事務事業遂行上の課題

市民のニーズ ・ 満足度

１　法的に行政職員が行うべき事業、又は行政の専門知識・技術が必要な事業

２　他に有効な手段を考えうる事業 ⇒ ⇒⇒⇒⇒ 下の該当番号を記入
手段の妥当性

1 理由等所見欄

事業費の効率性

理由等所見欄

□  ２　個人、家庭、地域、他の公共団体等で対応しうる可能性がある

□  ３　民間委託等で対応しうる可能性がある

目標達成度

2

施設の経年劣化に伴う計画的な補修・修繕の実施

右の該当を選択

次年度予算への
見直し方針

 ３　現在の定数を減らした場合、大きな影響がある

理由等所見欄

 １　業務の見直し等により、経済性、効率性を考慮して総コストを削減できる余地がないほどのコスト水準になっている

 １　事業に関する事業改善、作業効率の向上に努めている

３年度以降の展開方針

計画的な整備に努める

計画的な整備に努める

有効性

上位施策（総合計画の施策の展開）への貢献度：下の該当番号を記入

理由等所見欄

２　上位施策の目的達成のために他の事業では代替できない単独の目標を持っている

３　現在は上位施策への貢献度は大きくないが、中長期では貢献度が増加する見込みである

１　当該事業の成果が上位施策へ明確に貢献している

２年度の取り組み方針

執行体制の効率性

下の該当番号を記入　※複数可

 ４　再任用、臨時職員で補完できる

 ５　専門的な知識や技能を要する事業について、適切な研修を受ける時間が確保できている



Ｎｏ． 105

### ### ###

□ １  直営 □ ２　一部委託 □ ３　全部委託 □ ４　補助金 ☑ ５　負担金

☑ １  自治事務（任意的事業） □ □

25 年度 ～ 年度

２９年度実績 100 ％

３０年度実績 100 ％

元年度計画 - ％

元年度実績 100 ％

２年度計画 - ％

一般職員:人日数

技能職員:人日数

臨時職員:人日数

主な増減理由

３０年度決算と元年度決算の比較 兵庫県電子自治体推進協議会電子入札部会負担金について加入自治体の増による負担金の減

元年度予算と２年度予算の比較 システム改修による負担金一時的な増加

総 事 業 費 計 5,876,373 5,697,472 5,666,000 5,649,098 6,026,000

人 件 費 総 額 5,016,000 5,016,000 5,016,000 5,016,000 5,016,000

人件費：人日数　

264 264 264 264 264

直 接 事 業 費 総 額 860,373 681,472 650,000 633,098 1,010,000

一般財源 860,373 681,472 650,000 633,098 1,010,000

地方債
財源内訳

国県支出金

その他

860,373 681,472 650,000 633,098 1,010,000

直接事業費　 単位：円 ２９年度決算 ３０年度決算 元年度予算 元年度決算 ２年度予算

２ 年 度 計 画

電子入札運用 電子入札運用 電子入札運用 電子入札運用 電子入札運用

細事業又は実施内容  目標値（年度） ２ ９ 年 度 実 績 ３ ０ 年 度 実 績 元 年 度 計 画 元 年 度 実 績

達成状況

達成状況

２　事 務 事 業 の 実 施 状 況 （ＤＯ）

到達目標
（根拠数式・数値又は文章）

条件付き一般競争入札を「郵便入札」から「電子入札」に移行する。（H26年9月に移行完了）

単年度目標
（達成状況）

達成状況

達成状況

達成状況

根拠法令・条例等

その他実施の根拠 各省庁をはじめ、兵庫県、県内41市町のうち22市町1団体において採用されている。

始期・終期

手法（該当番号を記入） 5

意図（ねらい）
「電子入札」は、官公庁と各入札参加業者とをネットワークで結び、一連の入札事務をそのネットワーク経由で行う方法であり、手続きの透明性の確保(情報公開)、品質・競争
性の向上(談合機会の減少)、コスト縮減（業者の移動コストの削減）、事務の迅速化などの効果がある。

実施の必要性
（該当番号を記入）

1 ２  自治事務（義務的事業） ３  法定受託事務

総合計画上の位置付け
154

対象 入札事務

手段（方法） 条件付き一般競争入札を「郵便入札」から「電子入札」に移行する。（H26年9月に移行完了）

１　事 務 事 業 の 内 容 （ＰＬＡＮ）

事務事業名称 入札事務改善経費 担当部署 総務部契約管財課

令和元年度　事務事業評価シート （市民サービス系）

投 資 臨 時 経 常



下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入

□

☑

下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入　※複数可 1

☑

□

□

1 2 3

☑

☑

☑

□

□

100 ％

1
☑

□

□

□

４　事務事業の見直し提案  一次（担当者）評価 （ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

５　二 次 評 価　　課 長 の 評 価 （ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

☑

□

□

□

部長の確認所見 電子入札の実施により、入札事務の迅速化、効率化を図る。

今後の方向性

右の該当を選択 2

２年度の取り組み方針 入札制度の動向を踏まえ、入札事務の効率化を図る。

３年度以降の展開方針 入札制度の動向を踏まえ、入札事務の効率化を図る。

上位施策（総合計画の
施策の展開）への貢献度

下の該当番号を記入 1
１　当該事業の成果が上位施策へ明確に貢献している

２　上位施策の目的達成のために他の事業では代替できない単独の目標を持っている

３　現在は上位施策への貢献度は大きくないが、中長期では貢献度が増加する見込みである

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

関連部課等との協議状況 情報政策担当課と随時情報共有を図っている

関連部課 情報政策担当

今後の方向性

右の該当を選択 2

入札制度の動向を踏まえ、入札事務の効率化を図る。

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　）

事務事業実施による
成果と課題

令和元年度電子入札実施件数　条件付き一般競争入札：83件　指名競争入札：77件　（不調等除く）

次年度予算への
見直し方針

令和3年度については、電子入札システムの改修予定なく負担金も今年度から減少する見込み

 ５　専門的な知識や技能を要する事業について、適切な研修を受ける時間が確保できている

有効性

目標達成度 理由等所見欄

上位施策（総合計画の施策の展開）への貢献度：下の該当番号を記入

１　当該事業の成果が上位施策へ明確に貢献している

２　上位施策の目的達成のために他の事業では代替できない単独の目標を持っている

３　現在は上位施策への貢献度は大きくないが、中長期では貢献度が増加する見込みである

執行体制の効率性

下の該当番号を記入　※複数可

理由等所見欄

 １　事業に関する事業改善、作業効率の向上に努めている

 ２　事業の進行管理について、確認やチェックを定期的に行っている

 ３　現在の定数を減らした場合、大きな影響がある

 ４　再任用、臨時職員で補完できる

□  ３　民間委託等で対応しうる可能性がある

事業費の効率性

理由等所見欄

 １　業務の見直し等により、経済性、効率性を考慮して総コストを削減できる余地がないほどのコスト水準になっている

 ２　外部委託や経済的な手段の選択等、できる限りコスト削減の工夫をしている

 ３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

下の該当番号を記入

□  １　定型的、一般的、一時的な作業について、再任用、臨時職員等で対応しうる可能性がある

□  ２　個人、家庭、地域、他の公共団体等で対応しうる可能性がある

□  ４  個人、家庭、地域、他の公共団体等で実施すべき事業、あるいはサービス提供が可能な事業

□  ５　現在、市が実施しているが関与の必要性が低い事業、あるいは民間等でサービス提供している事業

手段の妥当性

1 理由等所見欄

１　法的に行政職員が行うべき事業、又は行政の専門知識・技術が必要な事業

２　他に有効な手段を考えうる事業 ⇒ ⇒⇒⇒⇒

☑  １  公共性が高く、行政以外ではサービスの提供が困難な事業

□  ２　市民、他の自治体等でも条件整備によってサービスの提供が可能であるが、市が実施している事業

□  ３  公共性が高いが、行政以外の団体等でサービス提供している事業

２  受益者の範囲に検討余地あり

市の関与の妥当性

2 理由等所見欄

１　市が直接実施するように法律、法令等で義務づけられている

２　法律、法令等では義務づけられていない ⇒⇒ 下の該当番号を記入 1

連携事業

関連事業

対象の妥当性

1 理由等所見欄

１　受益者は妥当である

３　事 務 事 業 に 関 す る 自 己 診 断 (ＣＨＥＣＫ)

事務事業遂行上の課題

市民のニーズ ・ 満足度



Ｎｏ． 113

### ### ###

□ １  直営 □ ２　一部委託 ☑ ３　全部委託 □ ４　補助金 □ ５　負担金

☑ １  自治事務（任意的事業） □ □

年度 ～ 年度

２９年度実績 100 ％

３０年度実績 100 ％

元年度計画 - ％

元年度実績 100 ％

２年度計画 - ％

一般職員:人日数

技能職員:人日数

臨時職員:人日数

主な増減理由

３０年度決算と元年度決算の比較

元年度予算と２年度予算の比較

総 事 業 費 計 8,410,227 5,674,453 6,198,000 5,449,001 7,637,000

人 件 費 総 額 684,000 684,000 684,000 684,000 684,000

人件費：人日数　

36 36 36 36 36

直 接 事 業 費 総 額 7,726,227 4,990,453 5,514,000 4,765,001 6,953,000

一般財源 7,726,227 4,990,453 5,514,000 4,765,001 6,953,000

地方債
財源内訳

国県支出金

その他

7,726,227 4,990,453 5,514,000 4,765,001 6,953,000

直接事業費　 単位：円 ２９年度決算 ３０年度決算 元年度予算 元年度決算 ２年度予算

ロビーチェアー外消防設備外 カーテン外 ロビーチェアー外 事務椅子外

２ 年 度 計 画

電話交換機蓄電池修繕外委員会空調機修繕外 一般修繕外 一般修繕外 一般修繕外

細事業又は実施内容  目標値（年度） ２ ９ 年 度 実 績 ３ ０ 年 度 実 績 元 年 度 計 画 元 年 度 実 績

達成状況

市庁舎一般修繕外 達成状況

２　事 務 事 業 の 実 施 状 況 （ＤＯ）

到達目標
（根拠数式・数値又は文章）

単年度目標
（達成状況）

電話交換機蓄電池修繕外 達成状況

教育委員会空調機修繕外 達成状況

市庁舎一般修繕外 達成状況

市庁舎一般修繕外

根拠法令・条例等

その他実施の根拠

始期・終期

手法（該当番号を記入） 3

意図（ねらい）

実施の必要性
（該当番号を記入）

1 ２  自治事務（義務的事業） ３  法定受託事務

総合計画上の位置付け
1

対象 市民、職員

手段（方法） 改修が必要な個所の修繕、必要備品の整備を行う

１　事 務 事 業 の 内 容 （ＰＬＡＮ）

事務事業名称 庁舎整備費 担当部署 総務部契約管財課

令和元年度　事務事業評価シート （市民サービス系）

投 資 臨 時 経 常投 資 臨 時 経 常投 資 臨 時 経 常投 資 臨 時投 資 臨 時



下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入

□

☑

下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入　※複数可 2

□

☑

□

2

□

☑

□

□

□

％

4
□

□

□

☑

４　事務事業の見直し提案  一次（担当者）評価 （ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

５　二 次 評 価　　課 長 の 評 価 （ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

□

□

□

☑

部長の確認所見 計画的な改修により、安全・快適な庁舎環境の整備を図る。

今後の方向性

右の該当を選択 2

２年度の取り組み方針 計画的な整備に努める

３年度以降の展開方針 計画的な整備に努める

上位施策（総合計画の
施策の展開）への貢献度

下の該当番号を記入 4
１　当該事業の成果が上位施策へ明確に貢献している

２　上位施策の目的達成のために他の事業では代替できない単独の目標を持っている

３　現在は上位施策への貢献度は大きくないが、中長期では貢献度が増加する見込みである

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

関連部課等との協議状況

関連部課

今後の方向性

右の該当を選択 2

施設の経年劣化に伴う計画的な補修・修繕の実施

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　）

事務事業実施による
成果と課題

次年度予算への
見直し方針

 ５　専門的な知識や技能を要する事業について、適切な研修を受ける時間が確保できている

有効性

目標達成度 理由等所見欄

上位施策（総合計画の施策の展開）への貢献度：下の該当番号を記入

１　当該事業の成果が上位施策へ明確に貢献している

２　上位施策の目的達成のために他の事業では代替できない単独の目標を持っている

３　現在は上位施策への貢献度は大きくないが、中長期では貢献度が増加する見込みである

執行体制の効率性

下の該当番号を記入　※複数可

理由等所見欄

 １　事業に関する事業改善、作業効率の向上に努めている

 ２　事業の進行管理について、確認やチェックを定期的に行っている

 ３　現在の定数を減らした場合、大きな影響がある

 ４　再任用、臨時職員で補完できる

□  ３　民間委託等で対応しうる可能性がある

事業費の効率性

理由等所見欄

 １　業務の見直し等により、経済性、効率性を考慮して総コストを削減できる余地がないほどのコスト水準になっている

 ２　外部委託や経済的な手段の選択等、できる限りコスト削減の工夫をしている

 ３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

下の該当番号を記入

□  １　定型的、一般的、一時的な作業について、再任用、臨時職員等で対応しうる可能性がある

□  ２　個人、家庭、地域、他の公共団体等で対応しうる可能性がある

□  ４  個人、家庭、地域、他の公共団体等で実施すべき事業、あるいはサービス提供が可能な事業

□  ５　現在、市が実施しているが関与の必要性が低い事業、あるいは民間等でサービス提供している事業

手段の妥当性

1 理由等所見欄

１　法的に行政職員が行うべき事業、又は行政の専門知識・技術が必要な事業

２　他に有効な手段を考えうる事業 ⇒ ⇒⇒⇒⇒

☑  １  公共性が高く、行政以外ではサービスの提供が困難な事業

□  ２　市民、他の自治体等でも条件整備によってサービスの提供が可能であるが、市が実施している事業

□  ３  公共性が高いが、行政以外の団体等でサービス提供している事業

２  受益者の範囲に検討余地あり

市の関与の妥当性

2 理由等所見欄

１　市が直接実施するように法律、法令等で義務づけられている

２　法律、法令等では義務づけられていない ⇒⇒ 下の該当番号を記入 1

連携事業 庁舎維持管理費、庁舎整備事業（投資）

関連事業

対象の妥当性

1 理由等所見欄

１　受益者は妥当である

３　事 務 事 業 に 関 す る 自 己 診 断 (ＣＨＥＣＫ)

事務事業遂行上の課題 施設、備品の老朽化が進み、修繕箇所が増加している

市民のニーズ ・ 満足度


